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第４章

韓国における航空貨物とハブ空港戦略

渡部 大輔

第４章 韓国における航空貨物とハブ空港戦略

はじめに

大韓民国（以下，韓国）は，わが国に隣接する朝鮮半島の南部に位置して

いる。日韓両国は地理的，文化的な近接性もあることから，古くから双方

にとって主要な貿易相手国である。近年，韓国では国家を挙げて，北東ア

ジアにおける国際物流ハブの構築に向けた取組みを進めており，港湾は釜

山港，空港は仁川国際空港（Incheon International Airport――以下，仁川空港）

への集中投資が進められ，韓国の輸出入貨物の増加に対応するとともに，

周辺国のトランジット貨物の取り込みが進んでいる。また，韓国経済の近

年の伸びは著しく，とくに半導体や携帯電話といった IT製造業において韓

国企業が上位を独占している。世界各地への航空ネットワークの拡大はリー

ドタイムを大きく短縮することから，IT 製品のような時間価値の高い商品

のサプライチェーンの効率化に大きく貢献してきたと考えられる。

これまで，韓国の航空貨物に関して，２００１年の仁川空港の開港を契機に，

仁川空港の貨物施設と管理運営制度（李・許２００２；李２００４；日本海洋開発建

設協会２００６）や韓国の航空政策（杉村・石倉２００３），ロジスティクスハブ

（Lee and Yang２００３；金２００５），トランジット貨物（金２００８），シー・アンド・

エア輸送（国土交通省２００９）などの調査が行われている。本章では，韓国に

127



おける空港と航空会社，航空貨物の歩みと現状とともに，政策展開につい

て検討する。

第１節 韓国における航空貨物・空港の現状

１．韓国における航空産業の変遷

本節では，韓国における航空産業の発展の歴史について，Korea Transport

Institute（２０１５）および （２０１５b）に基づき検討する。

韓国における民間航空の輸送は，第２次世界大戦後に本格的に始まった。

１９４８年に韓国の民間航空輸送事業である大韓国民航空社（Korean National

Airlines）が１００％民間資本で設立され，ソウル＝釜山間で運行を開始し，そ

の後もソウルと地方都市を結ぶ路線を開設した。また，１９６０年に韓進グルー

プにより韓国航空（Air Korea）が設立され，国内線のみならず，日本や東南

アジアへの路線を開設した。その後，大韓国民航空社は経営難のために１９６２

年に廃業し，国営会社として大韓航空公社（Korean Airlines）へと引き継が

れた。そして，１９６９年に政府の要請により，大韓航空公社を民営化のうえ

で韓国航空と統合し，大韓航空（Korean Air）が発足した。

１９８０年代後半になると，世界的な規制緩和の傾向と航空需要の増大に対

応した供給増加に応じて，競争を通じて効率性を高めるとともに，独占を

防止するために，第２の民間航空会社の設立が政府の産業政策に盛り込ま

れた。そして，１９８８年に錦湖グループによりソウル航空（Seoul Air）が設立

され，その後，アシアナ航空（Asiana Airlines）へと社名が変更された。同年

にソウル＝釜山間，およびソウル＝光州間，１９９０年には東京への路線が開

設された。国際線免許に関して，大韓航空は全世界を対象とする一方，ア

シアナ航空は日本や東南アジアを中心とした短距離路線に制限するなどの

項目を定めたガイドラインのもとに運用されていたが，１９９８年の米韓航空

自由化協定の調印を契機に廃止された。２０００年代後半になると，ローコス

トキャリア（Low-Cost Carrier――以下，LCC）が数多く設立された。
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おもな航空政策の変遷は，表４―１のようにまとめられ，国際的な航空市場

の変化のなか，自由競争に向けた規制緩和や国際化に対応した航空自由化

を進めつつ，安全基準の強化や制度改善を進めてきたことがわかる。

１９６９～１９８７年 １９８８～１９９７年 １９９８～２００３年 ２００４年～現在

特徴 急成長 継続的成長と工業化 安定成長と
航空安全の高まり 離陸と急変化

航空政策

・工業化を通じた
初期の成長と経
済開発５カ年計
画に基づく輸出
主体の経済政策

・航空法の改正を
通じた航空業界
発展の基礎

・国際線の拡大

・国際化に向けた国
内空港の施設改善
（空港開発基本計
画 の 成 立，１９９１
年）

・海外旅行規制緩和
による航空需要の
急増

・航空協定の積極的
な推進

・航空安全と航空政
策の機能分離

・航空安全政策への
国際標準の導入

・仁川空港の
ハブ化戦略
の促進

・代替交通手
段と景気停
滞による航
空需要の減
少

規制緩和

・市場独占

・航空会社の民営
化（大韓航空設
立）

・韓国における本
格的な航空市場
の出現

・複数航空会社によ
る自由競争時代の
到来

・国内航空券の価格
報告制度の導入

・不定期航空運送事
業の免許制から登
録制への変更

・同事業の要件格上
げ

・航空会社と空港に
対する継続的な監
督機能

・国内情勢に
適応した航
空サービス
提供に向け
た制度改善

・航空自由化
の促進

重要関連
事項

・航空機材の大型
化

・米国における航
空規制緩和法と
航空輸送競争法
の成立

・航空協定（米国，
オランダ）と新国
際航空輸送政策
（１９９５年）

・欧州における段階
的な航空自由化の
進展

・仁川国際空港開港

・急激な国際航空市
場環境の変化（９．
１１テロ，SARS，
燃料価格高騰）

・航空安全基準のカ
テゴリー II評価と
それに伴う航空安
全政策の強化

・韓国のICAO理事会
メンバー選出

・日中韓航空
市場統合の
促進に関す
る意見交換

・高速鉄道の
開通

・地方空港に
おける航空
利用減少

・LCCの新規
参入

表４―１ 韓国における航空政策の変遷

（出所） Korea Transport Institute（２０１５）より筆者作成。
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（出所） （２０１５b）より筆者作成。

図４―１ 韓国における空港と圏域

130



２．韓国における空港の現状

韓国国内の空港は現在図４―１のように位置しており，仁川空港は仁川国際

空港公社（Incheon International Airport Corporation），それ以外の空港は韓国

空港公社（Korea Airports Corporation）が管理・運営している。空港の階層構

造として，中枢空港に仁川空港，地域拠点空港に金浦，清州，務安，金海，

大邱，済州の各空港が指定されている。各空港の貨物関係施設は，表４―２の

ようになっており，仁川空港において複数本の滑走路や大規模な貨物ター

ミナルなど集中的に整備されていることがわかる。Korea Transport Institute

（２０１３）に基づいて，主要空港の概要をまとめると以下のとおりになる。

ソウル首都圏には，ソウル特別市に位置する金浦空港と，仁川広域市に

位置する仁川空港とのふたつの空港が立地している。仁川空港は，仁川広

空港名 滑走路
本数

貨物ターミナル面積
（単位：㎡）

貨物ターミナル処理能力
（単位：万トン／年）

国内 国際 国内 国際

仁川 ３ － ２５８，０００ － ３８９．０

金浦 ２ ３０，３６３ ９６，０１８ ６０．７ ８２．６

金海 ２ ９，６８５ １８，３３９ １９．４ １５．８

済州 ２ １５，６５２ １，９２２ ３１．３ １．７

大邱 ２ ８４４ － １．８ －

光州 ２ ２，７９８ － ５．６ －

務安 １ ２，０５０ １，０６２ ４．１ ０．９

清州 ２ １，６２０ ６３７ ３．３ ０．５

麗水 １ ５４４ － １．１ －

蔚山 １ － － － －

泗川 ２ １３５ － ０．３ －

浦項 １ － － － －

群山 ２ － － － －

原州 ２ － － － －

襄陽 １ － － － －

（出所） （２０１５）より筆者作成。

表４―２ 韓国における空港別貨物関係施設

第４章 韓国における航空貨物とハブ空港戦略
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域市沖合の永宗島（ヨンジョンド）に位置して，２００１年に開設された。仁川

空港は北東アジアのハブ空港としての地位を強化しており，現在第３段階

の建設工事が進行中である。仁川空港は国際線と国内線の乗り継ぎのため，

韓国主要都市とのあいだに国内線も運行されている。

金浦空港はソウル特別市江西区に位置し，１９３９年に開設された。１９５８年に

は金浦国際空港と改称し，長年韓国における空の玄関口として使用されて

きた。その後，２００１年には仁川空港の開港に伴って，国内線のみの運航と

なったものの，東京国際空港（羽田空港）（２００３年），上海虹橋国際空港（２００７

年）をはじめとして，国際線の短距離路線が再び開設されている。また，LCC

が短距離路線を中心に急激に需要を増加させ，仁川空港よりも高い搭乗率

を維持していることから，将来的には LCCの基幹空港としての成長が見込

まれる。

済州空港は，韓国最大の島である済州島に位置し，１９４２年に軍用飛行場

として開設された。国内線において，旅客数，貨物取扱量ともに最大の空

港であり，国際線においても中国，日本，香港などへの路線が就航してい
とうしょ

る。島嶼部という地理的条件により，空港の需要の継続的な増加が見込ま

れている。

金海空港は，韓国第２の大都市である釜山広域市江西区に位置し，１９７６

年に開設された。釜山には，当初，水営区に釜山空港が１９５８年に開設され

たが，その後，移転した経緯がある。金海空港は金浦，済州への国内線と

ともに，東南アジア地域を含め多数の国際線が運航されている。２００７年に

国際線ターミナルが新設されたものの，２０２０年までに飽和状態となる見込

みであることから，新空港の開設の必要性が叫ばれている状況である。

地方部における空港は，おもに１９６０年代から１９７０年代前半にかけて整備さ

れた。しかし，１９７０年代の石油ショックにより，燃料費高騰や景気後退に

より航空業界は深刻な打撃を受け，一部の空港が閉鎖に追い込まれた。そ

の後，全国的な高速道路の整備や２００４年の韓国高速鉄道（Korea Train Express

――以下，KTX）の開通により大きな影響を受けた。たとえば，韓国第４の

都市である大邱広域市に位置する大邱空港においては，KTX開通後に航空

需要が大きく減少し，現在では済州線を除く国内線が廃止された。
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さらに，２０００年代になると，地方空港の統廃合を進めるために，地域の

拠点となる新空港の開港とその地域内で近接する小規模空港の閉鎖が相次

いだ。韓国西南部に位置する湖南地方においては，全羅南道に務安空港が

２００７年に開港したことによって，近接する木浦空港は閉鎖されるとともに，

国際線は光州空港に移管した。また，韓国東部に位置する嶺東地方におい

ては，江原道に襄陽空港が２００２年に開港，それにともない，近接する江陵

空港と束草空港は閉鎖された。

３．韓国における航空貨物の現状

韓国における国際線と国内線の貨物取扱量（純貨物，手荷物，郵便物の合計）

の推移は，図４―２のように示される。国際線においては，一貫して増加傾向

がみられ，とくに１９９０年代から急激な伸びがみられる。その後，アジア通

貨危機（１９９７年），米国同時多発テロ（２００１年），重症急性呼吸器症候群（Severe

Acute Respiratory Syndrome: SARS）の流行（２００３年），リーマンショック（２００８

（出所） （２０１５）より筆者作成。

図４―２ 韓国における国際線・国内線の航空貨物取扱量の変化

第４章 韓国における航空貨物とハブ空港戦略
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年）などを契機とした世界経済の低迷や航空需要の減少にともない，一時的

な減少がみられる。一方，国内線においては，２０００年代初頭までは増加傾

向がみられたが，陸上交通ネットワークとの競合により，国内線の航空路

線の大幅に縮小されたことにともない，その後は一転して減少傾向がみら

れる。しかし，２０００年代後半になると，LCCにより済州島を中心とした路

線網拡大がみられ，航空貨物の減少にも歯止めがかかっている。

韓国の国際線貨物における航空会社の貨物取扱量（２０１４年）について，上

位１０位までを挙げると表４―３のとおりである。韓国系航空会社の２社は外資

系航空会社に対して圧倒的に優位に立っており，上位には，欧米系インテ

グレーターである FedEx社（FedEx Corporation）と UPS社（United Parcel

Service）の２社とともに，香港を拠点とするキャセイパシフィック航空（国

泰航空――Cathay Pacific Airways），沖縄を拠点とする全日本空輸（全日空――

All Nippon Airways）系列のエアージャパン（Air Japan）がランクインしてい

る。貨物取扱量の前年比でみると，中国系航空会社が成長していることが

わかる。

韓国の国際線貨物における方面別の航空貨物取扱量（２０１４年）は図４―３の

ようになり，東南アジア（台湾，香港，マカオを含む。），米州，中国の順に流

順
位 企業名 会社種別 本拠地 重量

（t）
シェア
（％）

前年比
（％）

１ 大韓航空 旅客・貨物 韓国 １，４８３，０６６ ４３．５ ３．９

２ アシアナ航空 旅客・貨物 韓国 ８１０，２７７ ２３．８ －２．３

３ ポーラーエアカーゴ 貨物 米国 ７６，３８８ ２．２ ２９．１

４ FedEx社 貨物 米国 ５４，６４６ １．６ ０．９

５ キャセイパシフィック航空 旅客・貨物 香港 ５２，２０３ １．５ ３．９

６ UPS社 貨物 米国 ４７，３２５ １．４ １．６

７ エアージャパン 旅客・貨物 日本 ４２，２６０ １．２ ８．３

８ タイ国際航空 旅客・貨物 タイ ４１，１４０ １．２ ４．６

９ 中国東方航空 旅客・貨物 中国 ４１，０８０ １．２ ２０．８

１０中国南方航空 旅客・貨物 中国 ４１，０７８ １．２ ２５．０

（出所） ・ （２０１５）より筆者作成。

表４―３ 韓国の国際線貨物における航空会社別航空貨物取扱量（２０１４年）
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動が多いことがわかる。韓国系航空会社は，その他の地域を除いたほぼ全

域において，６０％以上のシェアを獲得しており，米州とオセアニアにおい

ては約８０％と高いシェアを誇っている。外資系航空会社は，東南アジアと

中国において３割以上のシェアを獲得している。仁川空港には国際線が５４

カ国１９５都市，貨物便（フレーター）が４３カ国９０都市に就航している（２０１４年

（出所） ・ （２０１５）より筆者作成。

順位 区間 地域 重量
（t）

シェア
（％）

１ 仁川 香港 東南アジア ２７５，１８７ ８．１

２ 仁川 上海浦東 中国 ２２１，８７７ ６．５

３ 仁川 成田 日本 １５５，６４２ ４．６

４ 仁川 ロサンゼルス 米州 １３１，０３１ ３．８

５ 仁川 フランクフルト 欧州 １２６，５１２ ３．７

６ 仁川 シンガポール 東南アジア ９１，０５７ ２．７

７ 仁川 バンコク 東南アジア ９０，７２８ ２．７

８ 仁川 ニューヨーク 米州 ８６，８２９ ２．５

９ 仁川 サンフランシスコ 米州 ８６，２５９ ２．５

１０ 仁川 天津 中国 ８５，８３６ ２．５

（出所） ・ （２０１５）より筆者作成。

図４―３ 韓国の国際線貨物における地域別航空貨物取扱量（２０１４年）

表４―４ 韓国の国際航空貨物取扱量上位１０路線（２０１４年）
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１月現在）。また，韓国の国際線貨物における路線別の貨物取扱量について，

上位１０位までを上げると表４―４のとおりである。韓国内の発着すべてが仁川

空港となっており，上位は東アジアの主要空港が占めているものの，米州

や欧州向けの長距離路線も含まれている。

一方，韓国の国内線貨物についてみると，路線別の航空貨物取扱量（純貨

物のみ，２０１４年）は表４―５のように，地方拠点空港からの済州路線と金浦から

主要空港への流動がみられる。国内線の空港別取扱量において，金浦空港

と済州空港の２空港の合計で８０％以上を占めていることからも，両空港の

重要性が理解できよう（渡部２０１５）。

４．国際航空貨物の取扱品目とその相手先

２０１４年における国際航空貨物取扱量は前年比５．６％増の３６９万トンとなり，

過去最高を記録した。その要因として，航空会社による貨物機の運航拡大

とともに主要な航空輸送品目である半導体やメモリなど IT部品やモバイル

製品の輸出拡大などによる輸出貨物の増加，ウォン高に支えられた海外の

インターネットショッピングや海外直接購入の増加などによる輸入貨物の

順位 区 間 済州路線 重量
（t）

シェア
（％）

１ 金浦 済州 ○ ９５，６２９ ６５．０

２ 金海 済州 ○ ２０，６５７ １４．０

３ 済州 大邱 ○ ７，９０１ ５．４

４ 済州 光州 ○ ７，１９９ ４．９

５ 金浦 金海 ６，６４３ ４．５

６ 済州 清州 ○ ６，１８１ ４．２

７ 金浦 光州 １，７４２ １．２

８ 金浦 麗水 ３８１ ０．３

９ 金浦 蔚山 ３０２ ０．２

１０ 済州 群山 ○ １９７ ０．１

（出所） （２０１５a）より筆者作成。

表４―５ 韓国の国内航空貨物取扱量上位１０路線（２０１４年）
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増加，世界の景気回復と原油価格の下落による世界的な航空貨物の需要増

加傾向などが挙げられる。（ ２０１５； ２０１５a；

２０１５；渡部２０１５）。

その結果，２０１４年における国際航空貨物による輸出入実績は，表４―６のよ

うに，輸出金額は１３６８億ドル（前年比３．６％増），輸出重量は５６．３万トン（同

５．７％増），輸入額は１１３２億ドル（同４．５％増），輸入重量は５９．４万トン（同

１９．２％増）であった。輸出と輸入の両方において，金額，重量ベースともに

電子電気製品が最も取扱いの多い品目となっている。

より詳しく主要品目および主要相手先でみたものが表４―７である。輸出状

況について，主要品目別にみると，「半導体メモリ」，「プロセッサ・コント

ローラ」などの半導体関連と「その他無線通信機器部品」，「その他無線電

話機」などの情報通信機器関連が上位を占めている。また，国・地域でみ

ると，中国が輸出額全体の３０％以上を，輸出額上位７カ国・地域で８０％近

くを占めている。主要品目別に輸出額の高い国・地域をみると，半導体関

連では中国，香港，シンガポール，台湾，フィリピンが上位を占めている

（出所） ・ （２０１５）より筆者作成。

品 目
輸 出 輸 入

金額
（億ドル）

シェア
（％）

重量
（t）

シェア
（％）

金額
（億ドル）

シェア
（％）

重量
（t）

シェア
（％）

農林水産物 １．８ ０．１ １２，５８２ ２．２ １４．２ １．３ ７０，２０１ １１．８

鉱物 １５．６ １．１ ６２２ ０．１ ２４．５ ２．２ ２，８２６ ０．５

化学工業製品 ４３．３ ３．２ ４０，１０３ ７．１ １０２．１ ９．０ ７０，０１６ １１．８

プラスチック・
ゴム・皮革製品 １４．７ １．１ ３８，４５３ ６．８ １６．１ １．４ ２６，４３３ ４．４

繊維類 １５．１ １．１ ７０，７９４ １２．６ ２５．３ ２．２ ３３，７６４ ５．７

生活用品 ８．４ ０．６ １１，６０３ ２．１ ２０．３ １．８ １７，１７８ ２．９

鉄鋼金属製品 ８．９ ０．７ ３０，３６０ ５．４ １８．１ １．６ １１０，６６８ １８．６

機械類 １０７．３ ７．８ １２９，５６９ ２３．０ ２１５．６ １９．０ １０９，３４７ １８．４

電子電気製品 １，１４４．０ ８３．７ ２２４，８５３ ３９．９ ６８０．９ ６０．１ １４５，８２９ ２４．６

その他 ８．５ ０．６ ４，６２８ ０．８ １５．６ １．４ ７，７７４ １．３

合 計 １，３６７．６ １００．０ ５６３，５６８ １００．０ １，１３２．７ １００．０ ５９４，０３６ １００．０

表４―６ 韓国の国際航空貨物における輸出入実績（２０１４年）
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（出所） ・ （２０１５）より筆者作成。

輸出（品目） 金額
（百万ドル）

シェア
（％）

重量
（t）

シェア
（％）

半導体メモリ ３３，９６５ ２４．８ ５，３８０ １．０
プロセッサ・コントローラ １８，３２４ １３．４ ５，０９９ ０．９
その他無線通信機器部品 ９，４８６ ６．９ ２０，２４０ ３．６
その他無線電話機 ６，９６２ ５．１ ５，４３６ １．０
プリント回路 ４，２２０ ３．１ １７，１６９ ３．０
デジタル携帯電話機 ３，９６０ ２．９ ５，２９７ ０．９
その他集積回路半導体 ３，７４１ ２．７ １，９３５ ０．３

合 計 １３６，７８９ ５６３，６２５

輸出（国・地域） 金額
（百万ドル）

シェア
（％）

重量
（t）

シェア
（％）

中国 ４５，９８６ ３３．６ ９９，７１４ １７．７
香港 １８，０３３ １３．２ ３０，１９０ ５．４
米国 １５，９７５ １１．７ ６８，３０１ １２．１
ベトナム ９，１２４ ６．７ ４０，３６１ ７．２
タイ ５，９６９ ４．４ ２０，１６８ ３．６
日本 ５，７７６ ４．２ ３０，６４２ ５．４
シンガポール ５，６９１ ４．２ １１，２４２ ２．０

合 計 １３６，７８９ ５６３，６２５

輸入（品目） 金額
（百万ドル）

シェア
（％）

重量
（t）

シェア
（％）

プロセッサ・コントローラ １６，４００ １４．５ ３，２３３ ０．５
その他集積回路半導体 ７，５５２ ６．７ ３，１６２ ０．５
半導体メモリ ６，２７４ ５．５ １，３８１ ０．２
半導体製造用装置 ５，１０６ ４．５ ９，７１８ １．６
その他無線通信機器部品 ４，９２８ ４．４ ７，８０７ １．３
医薬品 ３，７００ ３．３ １０，７１９ １．８
その他個別半導体素子 ２，９１２ ２．６ ５，０３６ ０．８

合 計 １１３，２０６ ５９４，０３１

輸入（国・地域） 金額
（百万ドル）

シェア
（％）

重量
（t）

シェア
（％）

中国 ２３，７９７ １７．４ １２２，２４６ ２１．７
米国 １９，０２４ １３．９ １０７，８８５ １９．１
日本 １４，０９１ １０．３ １０１，２２９ １８．０
台湾 １１，５７９ ８．５ １６，３５０ ２．９
ドイツ ７，４３４ ５．４ ５１，２１６ ９．１
シンガポール ６，６５５ ４．９ ７，１１８ １．３
フランス ３，７７８ ２．８ １６，０９７ ２．９

合 計 １１３，２０６ ５９４，０３１

表４―７ 韓国の国際航空貨物における主要品目・主要相手先（２０１４年）
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一方，情報通信機器関連は，米国，中国，香港，ベトナム，日本が上位を

占めている（ ２０１５）。このように，アジアを中心とした海外生産拠点

への部品や半完成品の供給とともに，日米など消費市場に向けて比較的重

量のある完成品が輸出されていることが考えられる。韓国企業による海外

生産の影響については，近年，韓国系大手製造業の生産拠点が新設された

中国の西安，ベトナムやフィリピンにおいて，上記製品を中心に大幅に増

加している。日本については，消費税引き上げと円安による輸入縮小の影

響を受けて近年減少傾向がみられるなか，名古屋路線は仁川空港経由での

米国との輸出入貨物需要が堅調であることから増加傾向がみられる。

一方，輸入状況を主要品目別でみると，プロセッサ・コントローラ，そ

の他集積回路半導体などの半導体関連とその他無線通信機器部品など情報

通信機器が輸出貨物と同様に上位を占めている。また，国・地域別では中

国が輸入額全体の約２０％，輸入額上位７カ国・地域で６０％以上を占めてい

る。主要品目別に輸入額の高い国・地域をみると，半導体関連では台湾，

中国，シンガポール，日本，米国が上位を占めている一方，情報通信機器

関連は，中国，日本，米国，シンガポール，ベトナムが上位を占めている

（ ２０１５）。半導体や情報通信機器の部品や製造装置を各国より輸入し，

順位 企業名 本拠地 総重量
（t）

総運賃
（億ウォン）

シェア（％）
（重量ベース）

１ パントスロジスティクス 韓国 ４３，８６９ ２，２９７ １０．１

２ サムスン電子ロジテック 韓国 ３２，９２１ １，５３０ ６．８

３ 高麗総合国際運送 韓国 ２９，７１５ １，３６５ ６．２

４ CJ大韓通運 韓国 ２４，６７８ ８６３ ３．８

５ DHLグローバルフォワーディング韓国 ドイツ １６，５２８ ８４１ ３．７

６ シェンカー韓国 ドイツ １５，９１２ ６８２ ３．６

７ パナルピナ韓国 スイス １４，５８９ ８１１ ３．０

８ エクスペダイターズ韓国 米国 １３，６３８ ５８０ ２．９

９ Uscomロジスティクス 韓国 １３，２５７ ６５５ ２．６

１０ ATCロジスティクス韓国 米国 １０，３３７ ５１９ ２．３

（出所） （２０１５）より筆者作成。

表４―８ 韓国の航空貨物取扱いフォワーダー上位１０社（２０１４年）
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国内で加工していることが考えられる。

フォワーダーの航空貨物の取扱金額（２０１４年１～１２月の輸出貨物の合計）に

ついてみると，表４―８のようにまとめられる。韓国系企業であるパントス

（LG系）やサムスンなど大手企業の系列会社や主要物流企業とともに，欧

米系大手フォワーダーがランクインしている。しかし，上位１０位までのシェ

アを合わせても５０％未満であることから，中小企業のフォワーダーが主体

であることがわかる（渡部２０１５）。フォワーダー業界の問題点としては，こ

うした企業規模の零細企業の乱立とそれに伴う専門的人材の不足，国内・

海外ネットワークの不備，EDIシステム導入の不備とともに，関税法によ

る通関業への参入規制が挙げられる（李２００４）。

５．今後の航空貨物の主要な展開

仁川空港では表４―９のように拡張工事が進められており，現在，第３段階

建設工事が２０１７年の完成をめざして進められている。この工事は第２旅客

ターミナル（おもに大韓航空が使用予定）の整備を大きな目玉として進められ

区 分 第１段階 第２段階
（純増分）

第３段階
（純増分）

最終段階
（純増分） 総 計

事業期間 １９９２～２０００年 ２００２～２００８年 ２００９～２０１７年 未定

事業費 ５兆６，３２３億ウォン ２兆９，６８８億ウォン ４兆９，３０３億ウォン 未定

造成敷地 １１，７２４千㎡ ９，５６８千㎡ １，１０５千㎡２５，０３１千㎡４７，４２８千㎡

滑走路 ２本 １本 － ２本 ５本

旅客ターミナル ４９６千㎡ １６６千㎡ ３８４千㎡ ３４４千㎡ １，３９０千㎡

貨物ターミナル １２９千㎡ １２９千㎡ 別途実施 別途実施 ４７１千㎡

旅客駐機場 ６０カ所 ４８カ所 ５６カ所 ９６カ所 ２６０カ所

貨物駐機場 ２４カ所 １２カ所 ２１カ所 ４８カ所 １０５カ所

輸送
能力

（年間）

運航 ２４万回 １７万回 － ３３万回 ７４万回

旅客 ３，０００万人 １，４００万人 １，８００万人 ３，８００万人 １億人

貨物 ２７０万 t １８０万 t １３０万 t ５６０万 t １，１４０万 t

（出所） （２０１５c）より筆者作成。

表４―９ 仁川空港における拡張工事計画
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ており，貨物関係では駐機場の増設とともに，エクスプレス貨物を中心と

した第２貨物ターミナル地区などの整備が行われている（ ２０１５c，

IIAC２０１５）。

また，２０１４年６月に仁川空港への KTXの乗入れ開始にともない，２０２０年

より KTXにより貨物輸送を行う「Cargo KTX」あるいは「Cargo Train

eXpress」（CTX）のサービス開始が予定されている。これにより，半導体や

携帯電話，医薬品などの製造業が集積する亀尾や大邱などの内陸都市と仁

川空港とのあいだを最高時速３００キロメートル，約１４０分で結ぶことが可能

となる（IIAC２０１５）。そして，仁川空港から輸出される半導体製品を対象と

した需要予測に基づく高速貨物鉄道の分担率と利用圏域が試算されている

（ ほか２０１５）。輸送機関はトラックと高速貨物鉄道を対象として，半

導体製品の輸送費用と輸送時間，時間価値を考慮した一般化費用を用いて

分析を行った結果，トラックから高速貨物鉄道へ約８％の貨物が転換され

る見込みであること，利用圏域については，２０１５年８月に全線が高速専用

線化された京釜高速線の沿線である釜山，大邱，蔚山の各都市とともに，

２０１５年４月に高速専用線化された湖南高速線の沿線が見込まれることが明

らかになった。

第２節 韓国における航空貨物・空港の政策

韓国における航空貨物に関する行政は，国土交通部（２０１３年までは国土海

洋部）が担当しており，５年から１０年間を対象とする中長期的な政策物流政

策を中心とした国家物流基本計画，航空政策を中心とした航空政策基本計

画とともに，短期的な政策が推進されている。

１．国家物流基本計画

国家物流基本計画は，物流産業を製造業とサービス業を含む国家基幹産

業の国際競争力の強化に貢献する国家経済の新たな成長動力として位置づ
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け，物流産業の育成とグローバル化の支援，陸上・海運・航空物流におけ

るインフラの効率的構築と活用，情報化・技術開発などの国家物流政策の

基本方向を盛り込んだ１０年単位の中長期戦略である。「国家物流基本計画

（２００１―２０２０）」が２００１年に策定されたが，急変する経済・社会情勢に対応し

て，計画期間満了の前に，「国家物流基本計画修正計画（２００６―２０２０）」が２００６

年に策定された。その後，２００８年に制定された「物流政策基本法」におい

て，国家物流基本計画の計画期間を１０年間とし，５年ごとに再策定するよ

うに規定され，２０１１年に「国家物流基本計画修正計画（２０１１―２０２０）」が策定

された。同計画における航空貨物に関連する推進計画の戦略では，海運・

航空などの国際物流産業の活性化・安定化を追求する一方で，サード・パー

ティ・ロジスティクス（Third Party Logistics:３PL）市場の活性化を通じて競

争力のある物流専門企業を育成することをめざしている。また，国際物流

の付加価値創造のために，空港・港湾などの国際物流拠点のインフラを拡

充する一方，物流専門企業の世界市場への進出の支援強化を行うとしてい

る。

そして，「国家物流基本計画（２０１６―２０２５）」が国土交通部と海洋水産部に

より２０１６年７月に策定された（ ２０１６）。同計画では，戦略別推進

課題として，産業のトレンドの変化に対応した高付加価値物流産業の育成，

世界の物流地勢の変化に伴うグローバル物流市場への進出拡大，未来対応

型スマート物流技術の開発と普及，持続可能な物流産業の環境づくりが掲

げられている。とくに，物流ロボットやドローンなどの物流と先端技術の

融合，流通と ITの業種融合・複合，電子商取引による生活に密着した物流

や通販市場の利用増加，グローバル化など，物流業界の将来像を反映した

計画に重点がおかれている。航空貨物に関係する項目は，「戦略１：産業の

トレンドの変化に対応した高付加価値物流産業の育成」において，以下の

ように挙げられている。

（１）新しい物流事業の発掘支援

国際航空のニッチ市場開拓のための貨物 LCCの育成を行うとともに，ト

ランジット貨物に対するインセンティブを強化する。具体的には，空港施
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設使用料，土地賃貸料の一時的減免，着陸料減免など航空貨物取扱量が増

大した企業に対して提供する成果連動型インセンティブを再開する。そし

て，生鮮貨物，エクスプレス貨物など新成長品目の育成のための支援体制

づくりを行う。なお，生鮮貨物とは，果物・野菜，水産物，畜産物，医薬

品などの温度や湿度の管理が必要な貨物である。エクスプレス貨物とは，

輸出用の部品・原材料，見本品，修理部品，生活用品などをドア・ツー・

ドア方式で運送する貨物である。

（２）国際空港・港湾の物流ハブ機能の強化と投資誘致

韓国における国際航空・港湾のハブ機能を強化するためのインフラ拡充

および支援体制の強化を行う。仁川空港において，増加傾向にある生鮮貨

物，バイオ貨物，エクスプレス貨物，危険物などの高付加価値な特殊貨物

を取り扱う複合物流センターなどを開設するとともに，貨物ターミナルの

再配置と追加建設を進める。さらに，仁川空港の後背地に設置された物流

団地において，中小企業を対象とした電子商取引の共同物流センターの建

設を推進するとともに，同団地のインフラの早期拡充をめざす。また，仁

川空港の中長期開発計画の策定時に，第３段階の物流団地の開発を検討す

るとともに，第２旅客ターミナルの運営開始に向けて旅客と貨物それぞれ

の空港内動線の再検討を行う。

投資誘致については，政府・空港公社・民間が合同で投資支援組織を構

築し，半導体，バイオ，電子商取引などターゲットとしたグローバル企業

のアジア太平洋地域本部の誘致を推進する。

その他の戦略別推進課題において，航空貨物に関係する項目が以下のよ

うに挙げられている。

・北東アジアにおける航空協力体制の強化とともに，中国との段階的・

漸進的な貨物市場の自由化の推進による北東アジア域内の航空会社

の貨物輸送機会の拡大をめざす。

・現在，個別に構築・運営されている陸海空の物流拠点情報網に対す

る統合網を構築し，北東アジアにおける国家間の連携を推進する。
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・航空物流のセキュリティシステムを強化する。

２．航空政策基本計画

本計画は，国内外の航空環境の変化に応じた未来志向の航空政策目標と

ビジョンを提示するために，航空輸送，空港整備と運用，航空安全など，

航空分野全般に関する５年単位の中長期計画を策定しており，これまでに

「第１次航空政策基本計画」（２００９年）に引き続き，「第２次航空政策基本計

画」（２０１４年）が策定されている。同計画では，２０１５年から２０１９年の５年間

を対象として，「グローバル航空大国の実現」を目標として掲げ，各種推進

政策が展開されている（ ２０１４）。

まず，航空貨物については，「目標１：航空分野の新規産業や雇用創出」

に航空物流産業の活性化を支援する下記の政策が掲げられている。

（１）新規航空貨物の創出

生鮮貨物やエクスプレス貨物といった成長の著しい品目を積極的に発掘，

誘致する。グローバル製造企業の空洞化と工場移転による新興工業地域（中

国と日本の内陸都市，東南アジア，中南米を対象）の貨物を誘致するために，

荷主・航空会社・空港公社が共同で市場調査を実施する。航空貨物におけ

るニッチ市場開拓のために，中小型貨物専用機や中短距離路線におけるベ

リー貨物などを活用し，北東アジア域内の中小都市からの貨物を仁川空港

にて積み替えて，欧米などへの輸送を行う。

（２）国際航空物流の経営環境改善

航空貨物取扱量を増加させるために，空港施設・空港周辺の後背地に設

置された工業団地（以下，空港後背団地）の使用料の減免，新規就航路線へ

の赤字補填などの長期インセンティブを提供する体制を準備する。また，

政府レベルで推進中の国家食品クラスター（農林畜産食品部），グローバル水

産物流ハブ団地（海洋水産部），産業団地（国土交通部）助成など，各産業分

野での輸出育成方策と連携し，航空貨物を利用した輸出支援体系を構築す
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る。

（３）空港物流団地活性化および施設拡充

仁川空港における第１段階および第２段階の物流団地の入居率１００％を目

標として，グローバル配送センター（Global Delivery Center: GDC）と最先端

製造企業の空港物流団地への誘致を通じ，航空貨物取扱量とともに付加価

値の創出をめざす。自由貿易地域の指定と運用に関する法令の改訂などを

通じた付加税還付手続きを改善させる。また，複合物流センターや生鮮貨

物倉庫など，航空貨物需要を勘案した施設を適宜拡充し，空港公社が生鮮

品・危険物などの高付加価値物流センターを建設することで，入居企業の

投資環境を改善させる。

（４）航空物流統合プラットフォームの構築

物流企業などが単一システムを通じて，業務を処理することが可能とな

る航空物流関連情報を連携する統合プラットフォームを構築する。航空運

送飛行情報システム（FOIS），電子通関システム（UNIPASS），航空物流情報

システム（AIRCIS）など国家情報を優先的に連携し，長期的には荷主やフォ

ワーダーが作成した書類の電算化を通じた e-Freightを実現することで，情

報共有方法を拡大とともに業務効率化を推進することを目標とする。

一方，空港については，「目標３：航空産業と地域発展を牽引する空港開

発と運用」に航空需要の創出と地域経済の活性化を支援する下記の政策が

掲げられている。

（５）首都圏空港の競争力強化

仁川空港については，北東アジアにおけるハブ競争力を強化，持続させ

るための対策を推進する。また，仁川空港第３段階事業を滞りなく推進し，

旅客や航空会社などの利便性向上のために旅客ターミナルの運用最適化を

行う。

金浦空港においては，仁川空港のハブ競争力に支障を与えない範囲内で，
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新規需要の創出が可能となる国際線機能の拡大を推進する。なお，金浦空

港への新規路線就航の選定基準として，� 金浦空港から近距離，� 韓国
国内への観光需要の誘致可能な北東アジアの中小都市，� 仁川空港へは不
定期路線が就航，あるいは韓国系の航空会社による定期路線が未就航であ

り，乗り換え率が少ない直行需要の中心都市に限定することが定められて

いる。

（６）需要に見合った地方空港インフラの拡充

釜山を中心とした嶺南地域における新空港の建設と済州空港のインフラ

拡充について，事業の妥当性の検討結果に応じて推進する。そして，その

他の拠点空港について，地域の特性に応じた施設改善と活性化の支援を行

う。なお，計画の詳細は，「第５次空港計画中長期総合計画」（後述）にて検

討するとしている。

（７）統合航空輸送体系の構築など空港運営の効率化向上

仁川空港の背後にある物流団地と道路，鉄道，港湾などのすべての交通

手段との連携性を強化する総合的な航空物流体系を構築し，複合物流企業

の活性化，航空貨物の保安体制の構築，物流効率化をめざす。

３．空港開発中長期総合計画

空港開発中長期総合計画は，航空政策基本計画の下位計画であり，５年

ごとに策定される法定計画として個々の空港の開発事業を体系的に推進し，

社会・経済の変化を適宜反映することにより，効率的な空港システムを構

築することを目的としている。１９９４年に策定された「第１次空港開発中長

期基本計画」に始まり，「第５次空港開発中長期基本計画」（計画期間：２０１６

～２０２０年）が２０１６年２月に計画案が国土交通部により告示された。

２０１１年に策定された「第４次空港開発中長期総合計画」においては，計

画期間を５年間（２０１１～２０１５年）として，航空輸送環境の変化と展望，航空

需要予測，空港開発の政策構想，圏域別の空港開発計画，投資計画および
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財源調達方案などを含む計画が提示されている。

空港開発の方向性をみると，２０３０年までの航空需要予測に基づき，国内

線は中枢・拠点空港を除いて停滞または減少する一方，国際線は年平均５％

前後で着実に成長する見込みである。そのため，投資の方向性として，中

枢・地域拠点空港では施設を拡充する一方，その他の一般空港では安全施

設の補強など新規投資を最小限に抑える。計画期間中の投資額（合計２兆１３

億ウォン）のうち，中枢空港である仁川空港の第３段階建設事業に約９割を

投資する一方，地域拠点空港においては国際線容量の強化で図４―１に示した

ような圏域の国際交流を支援する。その他の一般空港では，新規投資を最

小限に抑え，不定期便と LCC，中小型航空機の就航と活性化を支援する。

各事業計画は，２０２０年（１０年後）における必要性の判断に基づいて，２０１５年

までに事業計画を策定する。

中枢ならびに地域拠点空港での主要計画においては，航空貨物に関連す

る事項はそれほどみられない。仁川空港においては，将来の航空需要に対

応した第３段階建設事業の拡充と運営の効率化を図り，空港複合都市開発

などを介してハブ機能を強化する。金浦空港においては，国内線中心の空

港として運営するが，日本と中国を中心とした短距離国際線によるビジネ

ス支援空港として育成するために，国際・国内旅客ターミナル改善事業を

推進する。清州空港においては，航空整備団地の造成を支援するとともに，

国際線 LCCを積極的に誘致する。金海空港においては，中長距離路線の誘

致など国際線の継続的な育成とともに，東南圏新空港を立地評価の結果に

基づいて事業を推進する。務安・光州の各空港においては，光州空港の国

内線機能を務安に移転・統合し，中国など近距離国際線を中心に就航拡大

をめざす。済州空港においては，運営の効率化を推進するとともに，新空

港建設と既存空港拡張案との比較調査を行う。

４．その他の航空貨物に関する短期的政策

近年の国際航空貨物取扱量の減少に対応して，新規取扱量の創出と輸出

企業支援のために，航空会社や航空物流業界，関係機関などの意見を集約
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し，今後の強化戦略を具体化にまとめた「国際航空貨物強化策」が国土交

通部により２０１３年に発表されている（ ２０１３）。本政策の推進によ

り，２０１７年までに５５万トンの国際航空貨物取扱量の増加と４７００人の雇用創出

を見込んでおり，仁川空港の航空貨物ハブ空港としての地位を強固にする

ことを目標としている。おもな政策は下記のとおりである。

（１）新規市場創出に向けたマーケティング体制の整備

これまでの IT製品中心から，農水産品・生物・バイオ製品など生鮮貨物

と国際エクスプレス貨物などの新成長品目を誘致することができるように，

施設拡充や使用料緩和，オーダーメード型の支援体制を整備する。ベトナ

ムなど新興国の貨物運送権の確保を強化する一方，ニッチ市場である中小

型国際貨物に対して，B７３７級航空機（最大積載量１８トン）をおもな機種とし

て運用する中小型貨物 LCCの育成をめざす。

（２）航空会社と航空物流企業への支援強化

航空会社，貨物ターミナル，空港後背団地の入居企業に対して，土地賃

貸料，車両駐車料，航空機着陸料などを一時的に減免するとともに，空港

後背団地の投資拡大と貨物量増大に対する賃貸料減免などのインセンティ

ブも強化する。また，仁川空港の空港後背団地において，グローバル配送

センターと製造加工企業を集中的に誘致し，トランジット貨物処理の強化

と物流・雇用創出を図る。

（３）航空貨物需要と連携した貨物処理施設の拡充

政府は仁川空港後背団地第２段階地域に，低温流通システムを備えた生

鮮貨物の複合物流センターを建設し，生鮮貨物の冷蔵・冷凍保管とバイオ

系貨物，危険物など高付加価値な特殊貨物の複合処理が容易になるよう支

援する。また，エクスプレス貨物の物流センターを建設することで，現在

の空港外で実行している輸入エクスプレス貨物の検査と集配送を空港内で

処理できるようにするとともに，航空貨物ターミナルの再配置と拡充も推

進する。
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（４）情報・保安・通関体制における航空物流フローの改善

航空物流情報統合プラットフォームの構築により，航空貨物税関申告と

空港施設使用申告の統合を通じて，業務時間と輸出入における待機時間の

短縮を図る。また，航空貨物に関する運送書類を電子文書化する e-Freight

事業を荷主・フォワーダー間まで拡大適用を推進する。さらに，統合的な

保安体制の構築と専門機関の設立を通じ，単一主体による保安検査，機器

の一元化，プロセスの標準化などで保安強化と物流費の削減を図る。

一方，空港政策において，国内観光産業の活性化の一環として，官民共

同による地方空港の活性化策が発表されたが，国際線の新規就航路線に対

する空港施設使用料免除や観光客のための航空・観光連携ポータルサイト

の構築など旅客を中心とした項目が挙げられているものの，航空貨物に関

する記述はみられない（ ２０１５d）。

おわりに

本章では，韓国における空港と航空会社，航空貨物の歩みと現状ととも

に，政策展開についてまとめた。韓国における民間航空の輸送は，おもに

１９５０年代から１９７０年代前半にかけて全国的に空港が整備されるとともに，

１９８０年代に国際線を中心として急激な航空需要の増加とともに急成長を遂

げた。２０００年代になると，国際航空ハブの地位確立に向けて仁川空港が開

港し，同空港をハブ拠点として運用する韓国系航空会社の航空貨物取扱量

も上位に位置するに至った。

２０１４年における航空貨物の動向は，航空会社による貨物機の運航拡大と

ともに主要な航空輸送品目である半導体やメモリなど IT部品やモバイル製

品の輸出拡大などによる輸出貨物の増加，輸入貨物の増加，世界の景気回

復と原油価格の下落による世界的な航空貨物の需要増加傾向などの要因が

重なり，過去最高の取扱実績を記録した。仁川空港においては，今後の貨

物需要の増大にも対応可能なように，大規模な施設拡張工事や高速貨物鉄
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道を利用した効率化の取組みが進められている。

そして，近年の航空貨物・空港に関する政策について，中長期から短期

にわたるさまざまな政策展開がなされていた。物流政策については，国家

物流基本計画において，航空貨物業界を含めた物流産業の育成とグローバ

ル化の支援，航空物流におけるインフラの効率的構築と活用，情報化・技

術開発など物流政策がまとめられているとともに，国際物流拠点の確保と

運営活性化，国際輸送網拡大のための積極的展開，国際物流業界のグロー

バル成長能力の確保などが掲げられていた。また，航空政策についてみる

と，航空政策基本計画では，航空貨物に関連して新規航空貨物の創出，空

港物流団地活性化および施設拡充，航空物流統合プラットフォームの構築，

首都圏空港の競争力強化，需要に見合った地方空港インフラの拡充などが

掲げられているうえに，空港開発中長期総合計画において具体的な計画が

示されていた。さらに，短期的な政策については民間企業とともに検討さ

れており，国際航空貨物や空港整備について政府による戦略的な政策展開

が行われているといえよう。
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（コラム�）韓国における LCCの急成長

韓国における航空会社について，従来型のフルサービスキャリア（Full Service Carrier:

FSC）である大韓航空，アシアナ航空とともに，２０００年代後半になると，韓国籍のLCC

として，２００５年にティーウェイ航空（２０１０年に韓星航空から社名変更）と済州航空，２００８

年にジンエアー（大韓航空系），エアプサン（アシアナ航空系），イースター航空，２０１２

年にエア仁川，２０１５年にエアソウル（アシアナ航空系）がそれぞれ設立された。LCC

各社は，世界の主要なLCCと同様に，A３２０型やB７３７型といった座席数が１７０席程度

の小型機材のみを保有し，国内線と近距離の国際線を対象に運航している。一方，

エア仁川のように，小型の貨物専用機（フレーター）を用いて東アジアを中心に近距

離の国際航空貨物に特化した LCCもみられる。

航空旅客における韓国籍 LCCのシェア（人数ベース，２０１４年）は，国内線５０．７％，

国際線１１．５％と，とくに国内線において高いシェアを誇っている。２０１０年における

シェアが，国内線３４．０％，国際線３．０％であったことと比較すると，LCCが急成長し

ていることがわかる。一方，航空貨物における韓国籍LCCのシェア（重量ベース，２０１４

年）は，国内線２４．０％，国際線１．８％と，旅客に比べてシェアが大幅に低い。これは，

FSCと LCCとのあいだで，運航路線と機材に大きなちがいがみられることに影響し

ている。LCC各社は小型機材の下部貨物室（ベリー）のみで輸送容量が非常に限られ

ている一方，FSCはさらに長距離の国際線においてフレーターを運航している。な

お，フレーター保有数（２０１４年）は，LCCではエア仁川の B７３７型２機のみである一

方，FSCでは大型機材であるB７４７型を中心に，大韓航空が２６機，アシアナ航空が１１

機と多数保有している。

このように，韓国籍 LCCはこれまで収益性の高い航空旅客をメインに運航して来

たが，近年，航空貨物も積極的に取り扱っていることから，今後の航空貨物市場の

大きな変化が期待されている。

（渡部 大輔）
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